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業績予想の修正に関するお知らせ 
 
  平成22年１月15日に公表いたしました平成22年11月期（平成21年12月1日～平成22年11月30日）

の通期業績予想につき、最近の業績の動向等を踏まえ、下記の通り修正いたしましたのでお知らせいたします。 

 

1. 平成22年11月期通期業績予想値の修正 

 
平成22年11月期通期連結業績（平成21年12月1日～平成22年11月30日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円

23,000

百万円

1,100

百万円

900

百万円 

800 

 円 銭

41.90

今回修正予想（Ｂ） 20,500 450 350 100 5.24

増減額（Ｂ－Ａ） △2,500 △650 △550 △700 △36.66

増減率（％） △10.9%   △59.1% △61.1% △87.5% －

（ご参考） 

前期実績（平成21年11月期） 
22,182 536 238 △971 △50.88

 

平成22年11月期通期個別業績（平成21年12月1日～平成22年11月30日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円

19,000

百万円

250

百万円

170

百万円 

150 

 円 銭

7.86

今回修正予想（Ｂ） 16,000 △570 △600 △640 △33.52

増減額（Ｂ－Ａ） △3,000 △820 △770 △790 △41.38

増減率（％） △15.8%   － － － －

（ご参考） 

前期実績（平成21年11月期） 
17,572 △381 △294 △1,379 △72.27
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２．修正の理由 
（連結） 
平成22年11月期における経済状況は、中国をはじめとする新興国の成長など海外経済の回復を背景として

緩やかな回復傾向を示しつつも、設備投資は全般に低調であり、さらに円高の進行により先行きの見通しは不

透明な状況です。このような環境の中、個別業績が当初予想を大きく下回る見込みであることから、連結業績

もこれに伴い売上高及び利益（営業利益、経常利益、当期純利益）ともに当初予想を下回る見込みです。 
 
（個別） 
国内市場を中心に展開する卸売事業は、当初予想に対して大きく下振れする見通しとなりました。特に産業

機械・機器分野において、自動車部品成型機械、食品機械等の大型案件を除き、企業の設備投資意欲が本格的

な回復には至らず総じて不振であること、またメディアパッケージ分野でも販売が振るわなかったことにより、

売上高は当初予想を下回る見込みとなりました。利益面においては、事務所家賃の削減、退職による人員減少

に対する補充の凍結等の徹底的な経費削減を行なうも売上高の減少による減収を補うに至らず、事務所移転に

伴う工事費や移転費の計上、投資有価証券の減損発生等により、営業利益、経常利益、当期純利益は当初予想

を大幅に下回る見込みです。 
 
３．今後の施策 
①経営合理化の推進 
国内市場における事業環境は依然厳しく、当社グループが業績を回復しより安定的に経営を持続させるため

には、収益構造の抜本的な改革が急務であると認識しております。重要課題として、人的資源の効率化を図る

ため希望退職者の募集を行ない、役員報酬の減額を継続するなど、聖域なき経費削減を実施してまいります。 
 また、国内子会社２社を完全子会社化し、重複した業務を一つに集約することで費用の削減を行います。 
 
②事業構造の転換 
卸売事業については、国内市場を中心としたこれまでの体制から、潜在的需要の大きいアジア市場の開拓へ 

大きく舵を切り、上海、タイに続く新たな営業拠点の設置を計画しております。また、今後の当社グループの

業績回復の起爆剤となりうる新規商品の発掘に総力を挙げて取り組みます。このため、最適な人員配置と、国

内外で機動的に営業活動を進めるための体制構築を行なってゆきます。 
製造事業については、中国において年々拡大が続く飲料用等のプリフォームの需要を今後も着実に取り込む

とともに、飲料以外の食品用ペットボトルプリフォーム製造の展開も視野に入れ、アジアの新興国に製造拠点

を拡大してゆきます。 
 
 
※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今

後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
  

以上 
 

 


